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１．  はじめに

環境省平成 30 年度 CO2 排出削減対策強化誘導型

技術開発・実証事業（二次公募）に，三重県工業研

究所窯業研究室，国立大学法人三重大学，浅岡窯業

原料株式会社，有限会社泰成窯の提案課題が採択さ

れた．本事業は，CO2 排出削減量の拡大及び地球温

暖化対策コストの低減を促すとともに，当該技術が

社会に広く普及することにより，低炭素社会の創出

に資する取組である．採択課題名は製造プロセスの

省エネルギー化による CO2 低排出型陶磁器製造技

術の開発・実証である．課題の概要・目的は陶磁器・

セラミックス製品が，その製造工程において乾燥・

焼成などに多くのエネルギーを必要とし，多量の

CO2 を排出しているため，本事業では，製造工程の

簡略化のためのバイオマス由来原料と陶磁器素材の

複合化および本焼成温度の低温化のための各種陶磁

器素材の開発により，陶磁器の焼成プロセスの CO2

排出量を 40 %削減する技術開発・実証を行う．本事

業は，陶磁器製造業を実証企業とし，公設試と大学

が連携し，三重県の四日市萬古焼をモデルに CO2

低排出型陶磁器産地の創出を行い，低炭素社会の実

現を目指すものである．本技術を陶磁器産業が集積

する中部圏，更には全国へと普及させることにより，

新規市場・雇用の創出，地域の活性化を目指す． 

 

２． 事業の実施状況 

２．１ 実施体制及びシステム構成 

燃料使用量を大幅に削減した CO2 低排出型陶磁

器製造プロセスの社会実装を図るため，要素技術（低

温焼成化技術・素焼きレス化技術)の技術開発を進め

るとともに，2 つの要素技術の統合について検討し

た．事業の実施体制を図 1 に，本事業で提案する陶

磁器製造プロセスの省エネルギー化による CO2 排

出量削減のシステム図を図 2 に示す． 

２．２ 平成 30 年，31 年度の事業の成果 

（1）低温焼成陶磁器素材の開発 

磁器については，すでに三重県は 1150 °C 以下で

焼成する製造技術に関して特許（特許第5083971号）

を取得している．本事業では，その特許技術を陶器

製造プロセスに応用し，省エネ･低 CO2 排出の陶器

焼成技術の開発を目指している．平成 30 年度は，
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図 1 本事業の実施体制図 

 

 
図 2 本事業で提案するシステム図 

 
1150 °C 以下で製造可能な耐熱陶器，紫泥急須の低

温焼成化素地調合をラボレベルで開発した 1)．平成

31 年度は，1150 °C 以下で製造可能な食器や花器等

の一般的な萬古焼陶器の低温焼成化素地調合をラボ

レベルで開発することに取り組んだ． 

具体的には以下の作業を実施した． 
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① 1150 °C 以下の焼成温度で，下記の物性（従来

と同程度）を有する陶器の素地調合をラボレベ

ルで確立する．かさ密度：2.0 g/cm3以下，吸水

率：7 %以下，強度：40 MPa 以上 

② 陶器の低温焼成化について，溶融剤等（長石等）

の助剤が素地物性（熱膨張，吸水率，かさ密度，

機械的強度等）に及ぼす影響について電子顕微

鏡等を用いて明らかにし，成形性の評価をする． 

その結果，石灰石 15 wt.%－長石類 42 wt.%－粘

土 43 wt.%の素地で，目標とする物性を有する素地

調合が得られた（かさ密度 2.0 g/cm3 以下，吸水率

７ %以下，曲げ強度 40 MPa 以上）．得られた陶器

素地断面の電子顕微鏡写真では，石灰石の分解時に

生じたと思われる気孔が多数見られ，同時に十分に

焼結が進んだ骨格構造が確認できた．この微細構造

により，軽量かつ高強度な陶器素地が得られたと考

えられる．開発した陶器素地は，粘土を 43 wt.%含

有しており，成形性に問題がないことを確認した 2)． 

（2）低温焼成陶磁器製造を素焼きレス化するための

セルロースナノファイバー（CNF）最適添加量

の検討 

 平成 30 年度は，低温焼成磁器について，主とし

て市販のCNFであるレオクリスタⓇを用いて検討を

行い，1 %添加で強度 5 MPa となることを明らかに

した．また，市販の CNF である BiNFi-sⓇ CMC と

セレンピアⓇ TC-02X 短繊維が 0.5 %添加で 5 MPa

を超えることを明らかにし，混練する CNFとして，

BiNFi-sⓇ CMC 等の CNF 化 CMC が有望と考えら

れた 1)．平成 31 年度は，平成 30 年度に開発した低

温焼成耐熱陶器，低温焼成紫泥急須素材に，CNF 化

CMC 等を添加し，強度 5 MPa に達する必要最少量

（最適添加量）を明らかにすることに取り組んだ． 

その結果，低温焼成磁器および耐熱陶器について

は，CNF 化 CMC を固形分で 0.5 wt.%添加すること

により，乾燥体強度は 5 MPa 以上となった．一方，

低温焼成紫泥急須は，CNF 化 CMC を添加しない場

合でも 5 MPa 以上の強度を示した．これは，他の低

温焼成陶磁器素材と比較して，粘土含有量が多く，

粘土粒子による乾燥強度の発現が顕著になったため

と考えられる．なお，低温焼成紫泥急須に CNF 化

CMC を添加することによる強度向上を確認してお

り，0.5 wt.%の添加で乾燥体強度は 9 MPa 以上とな

った 2)． 

（3）素焼きレス化技術の実用化 

平成 30 年度は，CNF 添加による素焼きレス化技

術の可能性を明らかにした 1)．平成 31 年度は素焼き

レス化技術の実用化に向けて，技術面（鋳込み成形

技術を確立し，汎用性を高める．），コスト面（より

安価な素材の可能性を検討する．）からの検討に取り

組んだ． 

具体的には以下の作業を実施した． 

① CNF 等を添加した坏土の鋳込み成形技術（スラ

リーの調製等）の確立． 

② CNF 等の添加による強度メカニズムを解明し，

CNF 添加と同様の効果が得られる，より安価な

素材の可能性を検討． 

その結果，平成 30 年度添加を検討した化学変性

CNF，機械解繊 CNF について，pH 変化やドライ

CNF パウダーの採用により混練を改善し，添加量削

減を目指したが，むしろ強度が下がることがわかっ

た．低温焼成磁器土に CNF を混ぜた成形体の強度

に関して，等価介在物理論を適用した理論解析を行

い，機械解繊 CNF は，土マトリックス中で親和性

の低いフィラーとして浮くように存在し，大きな強

度向上には寄与しにくいことがわかった．機械解繊

CNF より安価かつ粗大で土粒子をマクロに架橋す

る可能性があるセルロース繊維，CNF 化 CMC より

安価で水溶性の HPMC（ヒドロキシプロピルメチル

セルロース），CMC の添加を試みたところ，CMC

が CNF 化 CMC を超える強度を発現し，コストを

1/1000 程度に低減できることがわかった．本技術の

実用化には，量産のために行われる鋳込み成形法に

適用できるかがポイントとなる．CNF を添加したス

ラリーは高粘度になり，やや含水率を高くする必要

があったものの，鋳込み成形が可能で，成形体の強

度が向上することがわかった．また使用する分散剤

の種類によっても強度が変わることを明らかにする

とともに，CMC を鋳込み成形に添加する場合の課

題を抽出した 2) ． 

（4）CO2 低排出型陶磁器製造技術の実証および

CO2 削減効果の検証 

平成 30 年度は，低温焼成磁器にレオクリスタⓇを

1 %添加した商用レベル(150～200 kg程度)の坏土を

用い，成形から焼成までの一連の流れでの検証を行

った結果，CNF 添加による成形性等への影響はなく，

削り加工性の向上や乾燥切れの抑制という利点を明

らかにした．また，製造工程へのエネルギーの追加

はなく，本事業で提案する製造プロセスの省エネル
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ギー化による CO2 排出量削減効果は 38 %であった

1)．平成 31 年度は，平成 30 年度に基礎調合を確立

した低温焼成陶磁器素材（耐熱陶器，紫泥急須）に

ついて商用レベルの素地を開発すると共に，CNF を

添加した低温焼成陶磁器素材（磁器，耐熱陶器，紫

泥急須）を対象として，製造時の CO2 削減効果の検

証に取り組んだ． 

具体的には以下の作業を実施した． 

① 磁器，耐熱陶器および紫泥急須について，CNF

等を添加し，商用レベル(150～200 kg 程度）に

スケールアップさせた際の課題を抽出し，その

解決策を提示する． 

② 素焼き工程の省略，本焼成温度の低温化による

影響（成形性，作業時間等）を検証する． 

③ CNF 添加低温焼成陶磁器素材（磁器，耐熱陶器，

紫泥急須）の製造プロセスにおける CO2 排出量

削減効果を検証する． 

その結果，CNF 化 CMC 添加坏土作製では，製造

現場での課題はなく，従来の坏土製造プロセスが適

用できることがわかった．これら坏土を用いた陶磁

器製品の製造では，成形性や作業性（脱型性，加工

性，乾燥切れ）に支障がないことを確認した．施釉

性に関しては，土鍋等の大型製品の場合に施釉道具

（トング等）で強く挟むと素地に傷が付くなどの課

題が抽出された．この課題については，スプレーに

よる施釉や道具を使わず手で掴み施釉することで対

応可能であることがわかった．また，容量 0.5 m3の

ガス炉で，燃料としてプロパンガスを使用した場合，

素焼きレス化と低温焼成化により，CO2 排出量削減

率は 41.7 %であった 2)． 

 

３． まとめ 

技術開発検討会，CO2 排出削減対策技術評価委員

会及び分科会の委員の意見を参考にし，燃料使用量

を大幅に削減した CO2 低排出型陶磁器製造プロセ

スの社会実装の積極的な推進を図るため，次年度は

次の内容に取り組む予定である． 
（1）CNF 等の活用による素焼きレス化技術の開発

について 
平成31年度までの成果を活用し，素焼きレス化技

術の実用化に向けて，技術面，コスト面からの検討 
 
 
 
 

を行う． 
【目標】 

・CNF等添加による強度向上メカニズムの解明

を行う． 
・安価なCNF代替素材CMCを添加した実用的な

スラリーを開発する． 
（2）CO2 低排出型陶磁器製造技術の実証および

CO2 削減効果の検証について 

平成 31 年度までの各要素技術の検証成果を統

合し，製造プロセス，製造環境，設備面での CO2

排出量削減効果を実証する． 

【目標】 

・平成 31 年度開発の低温焼成陶器について，

商用レベルにスケールアップさせ，CO2 低排

出型陶磁器製造技術の実証および CO2 削減

効果の検証を行う． 

・CO2 低排出型陶磁器製造技術導入による陶磁

器の感性的要素（手触り・光沢・風合い等）

への影響を検証する． 

・三重県内の伊賀焼でのトライアルを行い，他

産地への普及の課題抽出を行う． 

（3）普及計画・事業化計画の策定について 

CO2 低排出型陶磁器製造技術導入に向けてコス

ト面（燃料削減，人件費，材料費，歩留まり，操業

時間等），環境面からの事業化戦略の検討を行う． 
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